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１．気候変動問題の深刻化-気候危機への対応

2019年7月25日 パリ46℃
エッフェル塔前の噴水で水浴び

出典：読売新聞 2019年7月26日

2018年7月23日
国内最高気温

出典：埼玉新聞
2018年7月23日

ライン川水量不足のボート
＝ドイツ西部レマーゲン

2022年7～8月 欧州の記録的猛暑と干ばつ

スペイン南部7

月中旬47.5℃
を記録、30か
所以上で山火
事発生

ⒸMitsuru Tanaka

出典：AP通信記事

出典：毎日新聞 2022年8月27日

スペイン東部ペゴの山火事

https://www.yomiuri.co.jp/media/2019/07/20190726-OYT1I50028-1.jpg
https://www.yomiuri.co.jp/media/2019/07/20190726-OYT1I50028-1.jpg
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6月28日から7月8日まで10日間の降水量

西日本豪雨2018年7月上旬

死亡者 行方不明者

263 人 8人

2018年夏の熱中症患者の発生

2018年7月西日本豪雨 被害

2018年の被害
死者：1,518名
熱中症搬送者：
6～9月95,137人

ⒸMitsuru Tanaka

出典：消防庁、2019年8月「平成30年７月豪雨及び
台風第12号による被害状況]

１. 気候変動問題の深刻化-気候危機への対応

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:2018_West_Japan_heavy_rain_precipitation_isogram.svg
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:2018_West_Japan_heavy_rain_precipitation_isogram.svg
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiz3ZvR0PvcAhXHwbwKHeMZB8sQjRx6BAgBEAU&url=https://www.bbc.com/japanese/44761300&psig=AOvVaw152cO0DVzBAPKFlaThuV-8&ust=1534854408128151
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiz3ZvR0PvcAhXHwbwKHeMZB8sQjRx6BAgBEAU&url=https://www.bbc.com/japanese/44761300&psig=AOvVaw152cO0DVzBAPKFlaThuV-8&ust=1534854408128151
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiWlrbN0fvcAhUV8bwKHUyaAaoQjRx6BAgBEAU&url=https://www.nikkei.com/article/DGXMZO32739990X00C18A7MM8000/&psig=AOvVaw152cO0DVzBAPKFlaThuV-8&ust=1534854408128151
https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiWlrbN0fvcAhUV8bwKHUyaAaoQjRx6BAgBEAU&url=https://www.nikkei.com/article/DGXMZO32739990X00C18A7MM8000/&psig=AOvVaw152cO0DVzBAPKFlaThuV-8&ust=1534854408128151
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&ved=2ahUKEwj2nqyG0vvcAhUZ77wKHXlBAP4QjRx6BAgBEAU&url=http://chinesestyle.seesaa.net/article/460446833.html&psig=AOvVaw152cO0DVzBAPKFlaThuV-8&ust=1534854408128151
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&ved=2ahUKEwj2nqyG0vvcAhUZ77wKHXlBAP4QjRx6BAgBEAU&url=http://chinesestyle.seesaa.net/article/460446833.html&psig=AOvVaw152cO0DVzBAPKFlaThuV-8&ust=1534854408128151
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出典：消防庁、2019年12月「令和元年台風第19号及び前線による
大雨による 被害及び消防機関等の対応状況」

5

2019年10月 台風19号 台風19号の大雨の要因等

台風19号被害
ⒸMitsuru Tanaka

10月10日から13日まで４日間の降水量

出典：気象庁、2019年10月「令和元年台風19号とそれに伴う大雨などの特徴・要因」

死亡99名・行方不明3名、災害救助法適用
自治体は14都県390市区町村

2019年10月
長野県・千曲川

堤防決壊

2019年10月12日
午後4時・多摩川
川崎市高津区

１. 気候変動問題の深刻化-気候危機への対応

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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ⒸMitsuru Tanaka 6

・2020年10月26日、政府の所信表明で「2050年までに、温室効果ガスの
排出を全体としてゼロにする、カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現」
を宣言、2021年4月22日、気候サミットで2030年削減目標として、2013年
比46％～50％削減を表明。

・ 2021年10月、地球温暖化対策計画を閣議決定
「国の中期目標として2030年度に温室効果ガス排出量を2013年度から
46％削減を目指す。50％削減に向けて挑戦する」

・同月、エネルギー基本計画を閣議決定
「2030年度温室効果ガス削減目標においてエネルギー起源CO2の削減
割合を45%程度とする」、「電源構成における再生可能エネルギーの割合
を2030年に36～38％とする」 詳細は別ページ

・2021年5月地球温暖化対策推進法を改正、2050年カーボンニュートラル
実現の基本理念、再エネを利用した地域脱炭素化促進事業制度、脱炭
素経営に向けた排出量情報のオープン化・デジタル化等の新設など。
→地域脱炭素化促進事業制度はゾーニング手法による再エネ拡大の仕組み

（１） 2050年脱炭素社会に向けた政策・計画の強化

１. 気候変動問題の深刻化-国等の動き

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


7ⒸMitsuru Tanaka

（2）ゼロカーボンシティ・二酸化炭素排出実質ゼロを表明した自治体

2023年1月31日現在 ※表明自治体総人口（各地方公共団体の人口合計）では都道府県と市区町村の重複を除外して計算

１. 気候変動問題の深刻化-自治体の動き

出典：環境省、2023「地方公共団体における2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況」に加筆

東京都・京都市・横浜市を始めとする831自治体（45都道府県、480市、20特別区、243町、43村）は
「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。表明自治体総人口約1億2,452万人

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


(１)IPCC 排出シナリオと将来の気温等

• 世界平均気温は、考慮した全ての排出シナリオにおいて、少なくとも今世紀
半ばまでは上昇を続ける。向こう数十年の間に二酸化炭素及びその他の温
室効果ガスの排出が大幅に減少しない限り、21世紀中に、地球温暖化は
1.5℃及び2℃を超える。【AR6 WG1 B.1（一部改変）】

8

●1850～1900年を基準とした世界平均気温の変化

出典：気象庁「IPCC 第６次評価報告書第１作業部会報告書気候変動 2021：自然科学的根拠政
策決定者向け要約」暫定訳（2022 年 5 月 12 日版）
https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ipcc/ar6/IPCC_AR6_WG1_SPM_JP_20220512.pdf（アク
セス：2022年7月4日）

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターＨPに加筆
https://www.jccca.org/（アクセス：2022年7月４日）

4℃上昇シナリオ

2℃上昇シナリオ

1.5℃上昇シナリオ

２.気候変動の将来予測等

ⒸMitsuru Tanaka

将来気温
の予測

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ipcc/ar6/IPCC_AR6_WG1_SPM_JP_20220512.pdf
https://www.jccca.org/
https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


ⒸMitsuru Tanaka 9

（２）IPCC 第6次評価報告書 第1部会 世界気温の変化

出典：IPCC第6次評価報告書 第1作業部会報告書、2021 「政策決定者向け要約（SPM）の概要」

２.気候変動の将来予測等

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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（３）IPCC 第6次評価報告書 部会報告の主なポイント
A. 気候の現状

A.1 人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地が
ない。

A.2 気候システム全般にわたる最近の変化の規模と、気候システムの側面の現
在の状態は、 何世紀も何千年もの間、前例のなかったものである。

B. 将来ありうる気候

B.1 世界平均気温は、本報告書で考慮した全ての排出シナリオにおいて、少なく
とも今世紀半ばまでは上昇を続ける。向こう数十年の間に二酸化炭素及びその
他の温室効果ガスの排出が大幅に減少しない限り、21 世紀中に、地球温暖化
は 1.5℃及び 2℃を超える。

B.5 過去及び将来の温室効果ガス排出に起因する多くの変化、特に海洋、氷床
及び海面水位における変化は百年から千年の時間スケールで不可逆的である。

D. 将来の気候変動の抑制

D.1 自然科学的見地から、人為的な地球温暖化を特定のレベルに制限するには、
CO2の累積排出量を制限し、少なくともCO2 正味ゼロ排出を達成し、他の温室
効果ガスも大幅に削減する必要がある。

ⒸMitsuru Tanaka
出典：IPCC第6次評価報告書 第1作業部会報告書、2021 「政策決定者向け要約（SPM）の概要」

２.気候変動の将来予測等

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


(４)地域の自然・生活の広範囲に及ぶ影響

11ⒸMitsuru Tanaka

出典：環境省、2006「地球温暖化と感染症」

２.気候変動の将来予測等

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


環境アセス
メント手法

各分野ごとの脆弱性（抵抗力）の改善・向上

気候外力の
変化・増大

・気温、降水、降雪、
日照、風等の激化

自然環境影響
・土地、水系、生態
系、生物等への影
響

経済社会活動
・地域産業、地域経
済、地域社会、国土
基盤への影響

生活環境影響
・健康、安全安心、
意識・行動、家計
等への影響

温室効果ガス以外の要因
ヒートアイランド、開発等

温室効果ガスの排出
・大気中濃度の増加

感受性（社会変化）
・土地利用、近隣関係、過疎化、
過度な外部依存、高齢化等の
身体的・社会的弱者増加 等

緩和策＝温室効果

ガス排出削減と吸収

適応策＝被影響主体
での感受性改善と適
応能力向上

気候変動影響への
回避・低減

気候変動の人為的
要因の改善

適応能力の向上
・行政制度、モニタリング、住民
や企業における備えや行動
・住民等の意識啓発、知識等

社会

12ⒸMitsuru Tanaka

３．気候変動対策（緩和・適応）と環境アセスメント

被影響主体

温室効果
ガス排出

＊再エネ事業等
への環境アセス

・保全措置へ緩和
策の視点/温室
効果ガスの排出
削減・吸収

・保全措置へ適応
策の視点/気候変
動影響の防御・最
小化・転換

影響

影響

影響

・事業計画段階の
気候リスク考慮

・気候変動影響
に伴う予測評価
手法等の見直し

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html
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３.気候変動対策（緩和・適応）と環境アセスメント
気候変動問題の視点と環境アセスメント手法（その1/3）
１．再エネ事業の対象化：気候変動対策に係る環境アセスメントの適用
今後拡大が見込まれる再エネ開発事業ーアセス対象

（１）太陽光発電事業

（２）風力発電事業（陸上、洋上）
（３）地熱発電事業

（４）水力発電事業

（５）火力発電のうちバイオマス発電

・・・本講演の対象は、太陽光と風力発電への
環境アセス適用を主題とする

＊現時点でアセス対象ではないが、波力発電や潮汐
発電等も再エネである。また、CCUS（Carbon dioxide 
Capture, Utilization and Storage：二酸化炭素
回収・有効利用・貯留施設）や、再エネ電源拡大に伴う
海底送電線整備などについて、環境アセスが必要になる可能性がある。

＊今後の気候変動影響に対応して（地域適応策の視点から）防災対策や水環境
対策の強化、インフラ対策強化などが必要になる。これに伴い、治山・治水事業、河
川整備、港湾整備、道路事業、発電所事業等における施設の整備・強化について
環境アセスが必要になる可能性がある。

出典：資源エネルギー庁、2018「再エネの安全性
を高め長期安定的な電源にするためには」

ⒸMitsuru Tanaka

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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事業種 第１種規模要件 第２種規模要件

1. 道路 高速国道:全て、一般国道:4車線・10km 等 一般国道:同・7.5km 等

2. 河川 ダム: 湛水面積100ha 等 ダム:同75ha 等

3. 鉄道 新幹線:全て、鉄道:10km 等 鉄道:7.5km 等

4. 飛行場 滑走路長2,500m 滑走路長1,875m

5. 発電所
水力：3万kW、火力:15万kW、地熱:1万kW、風
力：5万kW、太陽光：4万kW、原子力:全て

水力:2.25万、火力:11.25万、
地熱：0.75万、風力：3.75万、
太陽光：3万等

6. 廃棄物最終処分場 面積30ha 面積25ha

7. 埋立・干拓 面積50ha 面積40ha

8. 土地区画整理事業 面積100ha 面積75ha

9. 新住宅市街地開発事業 面積100ha 面積75ha

10. 工業団地造成事業 面積100ha 面積75ha

11. 新都市基盤整備事業 面積100ha 面積75ha

12. 流通業務団地整備事業 面積100ha 面積75ha

13. 宅地の造成の事業(*1) 面積100ha 面積75ha

14

○港湾計画(*2) 埋立等面積合計300ha
*1:「宅地」には工場用地等が含まれる。
*2:港湾は「港湾計画アセス」の対象（事業ではなく、計画についての環境アセスメント）

（参考）環境影響評価法の対象 事業種と規模要件

ⒸMitsuru Tanaka

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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３.気候変動対策（緩和・適応）と環境アセスメント

気候変動問題の視点と環境アセスメント手法（その2/3）
２．事業計画立案段階：気候変動の激化に伴う事業計画の強化、見直し

気象条件の変化や気候変動の激化
により、自然環境（森林、動物・植物、
地形地盤等）は重大な影響を受け、
その脆弱性の増大、生息域の遷移、
植生の衰退や分布変化などが生じると
予測される。環境アセスにあたっては、
これらを考慮した調査手法、予測評価
手法の適用が必要になる。

３．予測評価段階：気候変動に
伴う予測評価手法等の見直し

気候変動の拡大・深刻化により、事
業の脆弱性（＝気候リスク）が増大
し、事業計画の立案検討に際して気
候リスクを考慮した立地場所の選定、
施設設備の強化などが必要になる。

出典：環境省、2020「環境アセスメント制度のあらまし」

ⒸMitsuru Tanaka

環境アセスメントの調査・予測・評価

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


３.気候変動対策（緩和・適応）と環境アセスメント

４．保全措置検討段階：気候変動の緩和
策と適応策の視点を組み込む

気候変動対策を促進するため、緩和策として、
事業のLCAの観点から温室効果ガスの排出削
減・吸収を評価して保全措置や対策を組み込む。
また、適応策として、気候変動影響の防御・最
小化・転換の観点から保全措置・対策を組み込む
必要がある。

＊現在の評価項目において緩和に係る
「温室効果ガス」（環境への負荷）は設定されて
いるが、適応に係る影響の防御・最小化等の視
点は明確ではない。

気候変動問題の視点と環境アセスメント手法（その3/3）

ⒸMitsuru Tanaka 16

環境保全措
置の検討

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


17

（参考）法制度のアセス手続の実施状況

令和２年度 配慮書101件 （風力96件、太陽光2件、火力1件、道路2件）
準備書又は評価書23件 （風力16件、太陽光2件、地熱1件、道路3件、ダム1件）

ⒸMitsuru Tanaka

令和２年度は124件の環境大臣意見を提出、うち約９割が風力発電事業

出典：環境省,2021年「環境影響評価制度の施行状況について」

令和２年度は124件の環境大臣意見、うち風力112件、太陽光4件、地熱1件
再エネ関係が全体の約95％を占める

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


18
出典:環境省、2021年10月「環境影響評価法施行令の一部を改正する政令の概要」

(参考)風力発電の規模要件の見直し：施行令の改正

ⒸMitsuru Tanaka

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


ⒸMitsuru Tanaka出典：環境省、2022年4月「2020年度の温室効果ガス排出量（確報値）」
19

（1）2020 年度の我が国の温室効果ガス総排出量：11 億5,000 万トン（CO2 換算）
・前年2019年度の総排出量（12 億1,200 万トン）と比べて、5.1％（6,200 万トン）減少。
・2013 年度の総排出量（14 億900 万トン）と比べて、18.4％（2 億5,900 万トン）

 温室効果ガスの総排出量は2014 年度以降7 年連続で減少、1990 年度以降、前年度に続き最少を更新。
 前年度と比べて減少した要因：新型コロナウイルス感染症の感染拡大に起因する製造業の生産量の減少、旅客及び貨物

輸送量の減少等に伴うエネルギー消費量の減少等
 2013 年度と比べて減少した要因：エネルギー消費量の減少（省エネの進展、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影

響等）及び電力の低炭素化（再エネ拡大及び原発再稼働）に伴う電力由来のCO2 排出量の減少等
 冷媒におけるオゾン層破壊物質からの代替に伴うハイドロフルオロカーボン類（HFCs）の排出量は年々増加。

４.気候変動・緩和策と再生可能エネルギーの拡大

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


ⒸMitsuru Tanaka出典：環境省、2020「気候変動対策検討小委員会資料」に加筆
20

46％ 減

実質排出ゼロ
今世紀後半に実現

４.気候変動・緩和策と再生可能エネルギーの拡大

地球温暖化対策計画
2021年10月22日改定計画を閣議決定

エネルギー基本計画
2021年10月22日閣議決定

長期戦略
2021年10月22日を閣議決定

（２）日本政府の温室効果ガスの削減目標：中期、長期

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


• 2030年度の再エネ導入量は、現在の導入状況や認定状況を踏まえつつ施策強化による最大限の
新規案件の形成を見込むことにより、3,130億kWhの実現を目指す。

• 2030年度の温室効果ガス46%削減に向け、もう一段の施策強化等に取り組み、その効果が実現し
た場合の野心的な水準として合計3,360～3,530億kWh（電源構成36～38%）の再エネ導入を目指す。

• この水準は上限やキャップではなく、今後、現時点で想定できない取組が進み、早期にこの水準
に到達し、再生可能エネルギー導入量が増える場合には、更なる高みを目指す。

21出典：経済産業省、2021年10月「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」に加筆 ⒸMitsuru Tanaka

大幅改定

大幅改定

再エネ拡大に対応し、
環境アセス実施の必
要性が生じる

（３）再生可能エネルギー拡大の方向性：エネルギー需給見通し

４.気候変動・緩和策と再生可能エネルギーの拡大

（既設：億
kWh）

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


22
出典：経済産業省、2021年10月「2030年度におけるエネルギー需給の見通し」に加筆

ⒸMitsuru Tanaka

再エネ倍増

再エネ 18%

程度

再エネ拡大に対応し、
環境アセスの必要性

（４）再生可能エネルギー拡大の方向性：エネルギー基本計画 長期見通し

４.気候変動・緩和策と再生可能エネルギーの拡大

電源構成電力需要

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


（１）太陽電池発電（太陽光発電）システムの構成

23
ⒸMitsuru Tanaka出典：日本環境アセスメント協会「新領域研究会 研究報告書(平成30年6月)」

５.太陽光発電事業への環境アセスメントの適用

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


24ⒸMitsuru Tanaka

出典：日本原子力文化財団「日本の太陽光発電導入量
の推移」

太陽光発電の導入量は年々伸びており、2018年末
現在では5,337万ｋW、世界の約11%・第3位である。

出典：資源エネルギー庁「令和元年度エネルギーに
関する年次報告（エネルギー白書2020）」

太陽光発電の国内導入量とシステム価格の推移

（２）国内の太陽光発電の導入量の推移

５.太陽光発電事業への環境アセスメントの適用

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


25ⒸMitsuru Tanaka

出典：林野庁調査（左）毎年度調査、（右）2018年度個別調査

（３）太陽電池発電所の特徴と導入実績

５.太陽光発電事業への環境アセスメントの適用

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


26

出典：環境省「第１回太陽光発電施設等に係る環境影響評価の基本的
考え方に関する検討会」

出典：環境省「第１回太陽光発電施設等に係る環境影響
評価の基本的考え方に関する検討会」山梨県提供資料

景観を阻害する太陽光発電施設

太陽光発電施設による環境影
響として土砂流失（特に斜面地
の場合）、景観、水の濁り、騒
音、反射光、生物・生態系等が
指摘される

ⒸMitsuru Tanaka

５.太陽光発電事業への環境アセスメントの適用

（３）太陽光発電事業に係る主な環境影響（１/2)

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


27ⒸMitsuru Tanaka

５.太陽光発電事業への環境アセスメントの適用
（３）太陽光発電事業に係る主な環境影響（2/2)

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


28
ⒸMitsuru Tanaka

出典：中央環境審議会「太陽光発電事業に係る環境影響評価の在り方について（答申）」をもとに作成

① 対象規模：環境影響評価法における太陽電池発電所の規模要件

第一種事業（必ず環境影響評価を実施する） ４万ｋＷ以上

第二種事業（実施するか否かの判定手続を行う） ３万ｋＷ以上４万ｋＷ未満

② 第二種事業判定（スクリーニング）の考え方

５.太陽光発電事業への環境アセスメントの適用

（4）太陽光発電(法は太陽電池発電所)環境アセスの規模要件等

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


29ⒸMitsuru Tanaka

※1太陽光発電事業特有の環境項目

※1

※1

※1

出典：中央環境審議会「太陽光発電事業に係る環境影響評価の在り方について（答申）」をもとに作成

 法において、事業者は一般的な事業内容により影響を受けるおそれがある環境要素
に係る項目「参考項目」を勘案し、地域特性や事業特性に応じて環境項目を選定する。

 太陽電池発電所は、これまでの実績を踏まえ、発電利用可能な日射条件を有する斜
面の林地等の土地を想定して、参考項目が定められている。

 実際には、ゴルフ場に立地し造成はせず、伐採も最小限としている場合も、すべての参
考項目を選定している例や、参考項目ではない項目を追加選定している例もみられる。

５.太陽光発電事業への環境アセスメントの適用

（5）太陽光発電アセスの評価項目(発電所アセス省令21条関係)

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


太陽電池発電所に係る環境影響評価の参考項目：発電所アセス省令別表第五

影響要因の区分

環境要素の区分

工事の実施
土地又は工作物の

存在・供用

①
工
事

用
資
材
等

の
搬
出
入

②
建
設
機

械
の
稼
働

③
造
成
等

の
施
工
に

よ
る
一
時

的
な
影
響

④
地
形
改

変
及
び
施

設
の
存
在

⑤
施
設

の
稼
働

環境の自然的構成
要素の良好な状態
の保持を旨として調
査、予測及び評価さ
れるべき環境要素

大気環
境

大気質 粉じん等 〇 〇

騒音 騒音 〇 〇 〇

振動 振動 〇 〇

水環境 水質 水の濁り 〇 〇

その他
の環境

地形及び地質 重要な地形及び地質 〇

地盤 土地の安定性 〇

その他 反射光 〇

生物の多様性の確保
及び自然環境の体系
的保全を旨として調査、
予測及び評価されるべ
き環境要素

動物
重要な種及び注目すべき生息
地

〇 〇

植物 重要な種及び重要な群落 〇 〇

生態系 地域を特徴づける 生態系 〇 〇

人と自然との豊かな触
れ合いの確保を旨とし
て調査、予測及び評
価されるべき環境要素

景観
主要な眺望点及び景観資源並びに
主要な眺望景観

〇

人と自然とのふれあい活動
の場

主要な人と自然との触れ合いの活
動の場

〇 〇

環境への負荷の量の
程度にり予測評価され
るべき環境要素

廃棄物等
産業廃棄物 〇 〇

残土 〇

30

５.太陽光発電事業への環境アセスメントの適用

出典：経済産業省・環境省、2021年「太陽電池発電所に係る環境影響評価の合理化に関するガイドライン）」 ⒸMitsuru Tanaka

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


出典：経済産業省・環境省、2021年「太陽電池発電所に係る環境影響評価の合理化に関するガイドライン）」 31

①合理化ガイドラインの目的

 ガイドラインは、開発済みの土地に設置する太陽電池発電所の環境影響評価において、
立地及び事業特性に応じた適切な環境影響評価の項目が選定されることを支援するた
め、環境影響評価の項目の選定にあたっての考え方を示すことを目的とする。

 太陽電池発電所は、新たに山林を開発して設置するものから、工場跡地やゴルフ場跡
地等の既に人為的に改変された場所に設置するものまで、多様な立地がみられる。

 具体的には、現行の参考項目が斜面の林地等の土地に設置することを想定して定めら
れていることを踏まえ、工場跡地やゴルフ場跡地等の開発済み土地を利用する場合に、
非選定とし得る参考項目やその考え方について整理したもの。

「太陽電池発電所に係る環境影響評価の合理化に関するガイドライン」2021年6月

工場跡地の太陽電池発電所 ゴルフ場跡地の太陽電池発電所

５.太陽光発電事業への環境アセスメントの適用

（6）太陽光発電アセスの評価項目等の合理化（１/3)

ⒸMitsuru Tanaka

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


ゴルフ場跡地

＜想定したゴルフ場跡地＞
・ゴルフ場として既に造成が行われており、土地の安定性が確保されている。
・ゴルフ場として雨水の浸透・排水等は確保されている。
・丘陵地等に立地し、敷地内には緩やかなアップダウンが存在する。
・周辺に道路が整備されている。
・残置森林として残された樹林等が存在する。
・新たな土地造成（大規模な切土・盛土や埋立等）や大規模な樹木の伐採を行わず、
既存のコースを活用してパネル設置を行う。

32

②合理化ガイドラインの対象

 ガイドラインは、開発済み土地に設置する太陽電池発電所の事業を対象とする。

 ガイドラインで扱う開発済みの土地とは、特定の目的のために一連の土地の形状の変
更が既に実施された土地をいう。

造成地（工場跡地、未利用の工業用地等）

＜想定した造成地＞
・土地は平坦である。
・土地の安定性が確保されている。
・主に裸地で樹林等の自然は回復していない。
・既存の工作物等は既に撤去済みである。
・周辺に工事用道路として活用可能な道路が整備されている。
・新たな土地造成（大規模な切土・盛土や埋立等）や大規模な樹木の伐採を行わない。

５.太陽光発電事業への環境アセスメントの適用

ⒸMitsuru Tanaka
出典：経済産業省・環境省、2021年「太陽電池発電所に係る環境影響評価の合理化に関するガイドライン）」

（6）太陽光発電アセスの評価項目等の合理化（１/3)

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


33

太陽光発電事業合理化ガイドライン 工場跡地等に係る評価項目の選定の考え方

影響要因の区分
環境要素の区分

工事の実施 土地又は工作物
の存在・供用

①
工
事

用
資
材

等
の
搬
出

入 ②
建
設

機
械
の
稼

働 ③
造
成

等
の
施
工

に
よ
る
一

時
的
な

影
響

④
地
形

改
変
及

び
施
設
の

存
在

⑤
施
設
の

稼
働

環境の自然的構成
要素の良好な状態
の保持を旨として調
査、予測及び評価さ
れるべき環境要素

大気環境

大気質 粉じん等 ※ ×

騒音 騒音 ※ × ※

振動 振動 ※ ×

水環境 水質 水の濁り × ※

その他の
環境

地形及び地質 重要な地形及び地質 ※

地盤 土地の安定性 ※

その他 反射光 ※

生物の多様性の確保
及び自然環境の体系
的保全を旨として調
査、予測及び評価さ
れるべき環境要素

動物
重要な種及び注目すべき生
息地 × ※

植物 重要な種及び重要な群落 × ※

生態系 地域を特徴づける 生態系 × ※

人と自然との豊かな
触れ合いの確保を
旨として調査、予測
及び評価されるべき
環境要素

景観
主要な眺望点及び景観資源並
びに主要な眺望景観

※

人と自然とのふれあい活動
の場

主要な人と自然との触れ合い
の活動の場 ※ ※

環境への負荷の量の
程度にり予測評価され
るべき環境要素

廃棄物等
産業廃棄物 × 〇

残土 ×

オレンジ色セル：太陽電池発電所の参考項目 〇選定を検討（合理化対象としない）、※選定しないことが可能(必要に応じて選定）、×選定は不要

ⒸMitsuru Tanaka

５.太陽光発電事業への環境アセスメントの適用

出典：経済産業省・環境省、2021年「太陽電池発電所に係る環境影響評価の合理化に関するガイドライン）」

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html
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■静岡県富士宮市：富士山景観等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との
調和に関する条例（2015年7月1日施行）
• 世界遺産の富士山等の景観や自然環境等と再生可能エネルギーの調和を図る必要性。

→ 一定規模以上の太陽光・風力発電事業を実施しようとする場合は、市長への届出と市
長の同意が必要 ※景観保護上重要な区域については、市長は原則同意しない。

■兵庫県：太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例（2017年7月1日施行）
• 景観の阻害、太陽光パネルの反射光による住環境の悪化、土地の形質変更に伴う防災
機能の低下、近隣住民への説明不足等によるトラブルに対応する必要性。

→ 一定規模以上の太陽光・風力発電設備を設置しようとする際は、知事への届出が必要

■和歌山県：太陽光発電事業の実施に関する条例（2018年6月22日全面施行）
• 山林や傾斜地を開発する太陽光発電事業計画の増加による防災上の問題、環境面や景
観面での悪影響や、近隣住民への説明不足等によるトラブルに対応する必要性。

→ 一定規模以上の太陽光発電事業を実施しようとする場合は、知事の認定が必要。

（参考）太陽光発電の環境影響への自治体の取組

・地方自治体では、国の太陽光発電の法アセス対象化の動きを受けて、環境影響
評価条例において太陽光発電の対象化を実施している。条例の対象規模要件とし
て、新たな土地の造成事業等として５～２０haなどの要件を設定するケースが多い。

・一部の自治体では、再エネ発電事業を実施する際に、次のような都道府県知事
や市町村長の認定等を求める条例が策定されている。

ⒸMitsuru Tanaka
出典：富士宮市、兵庫県、和歌山県のHP資料を参照

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html
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（参考）小規模太陽光発電への環境配慮の取り組み

太陽光発電事業の環境影響評価法の対象化（2020年4月）に伴い、法・条例の対象と なら
ない小規模な太陽発電事業の設置に際し、立地検討・設計段階において、事業者の自主
的な環境配慮を促すことを目的とするガイドライン

区 分 対 象

環境影響
評価法

第一種：４万ｋW以上
の事業
第二種：３万ｋW以上
4万ｋW未満の事業

環境影響
評価条例

条例に定める
対象要件

環境配慮
ガイドライン

法及び条例の対象
とならない10ｋW以上
の事業用施設

小規模太陽光発電事業への環境配慮ガイドライン

ⒸMitsuru Tanaka

出典：環境省「太陽光発電の環境配慮ガイドライン」に加筆
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2021年末：累積導入量＝4,581MW (458.1万kW)、2,574基
2021年1～12月：単年導入量(新規建設)＝211.4MW (21.14万kW)、87基 16発電所
単年導入量（差引）＝143.1MW (14.31万kW)、23基 撤去（廃止）＝68.2MW (6.82万kW)、64基

※陸上風力と洋上風力の合計値

出典：日本風力発電協会、2022年2月「日本の風力発電導入量」 ⒸMitsuru Tanaka

6．風力発電事業への環境アセスメントの適用
（1）風力発電の導入：2021年末の風力発電導入量（累積及び単年）

導入量
［万ｋＷ］

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


 陸上風力発電は一般的に2,000kW～5,000kW、ブレード（羽根）直径は100～120m、頂上
の高さは150～180m。

 洋上風力発電は一般的に5,000kW～10,000kW、ブレード（羽根）径は120～150m、頂上
の高さは180～200m。

37ⒸMitsuru Tanaka

 
出典：日本風力発電協会資料

6．風力発電事業への環境アセスメントの適用
（２）大型化する風力発電事業の規模の例（1/2）

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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 風力発電所建設に伴う主な環境影響の状況

１．騒音・低周波音
・近隣では、地域住民が騒音・低周波音の苦情を訴える問題が生じている。
・風力発電所389か所（法制度化前の環境省調査）のうち騒音等に関する苦
情・要望書が提出されたものは64か所。

２．鳥類への影響・バードストライク
・鳥類が風車の羽根（ブレード）に衝突する事故が発生している。

３．景 観
・風力発電設備は相当の高さ（定格出力が1000kW～2000kWの風車ではタ
ワー高さ60～80m、ブレード直径は60～90m）を有し、稜線上、海岸、岬、
高原等の見通しの良い場所等に建設される場合が多く、景観問題が生じ
ている。

４．土地改変 工事（工事道路等）による自然環境破壊

５．その他 シャドーフリッカー 等

38

騒音に関して環境省検討会が「騒音評価の目安」を公表、風車の騒音は「聞こえ
る音の問題」。既設の風力発電の環境影響についてNEDOが実態把握を実施

ⒸMitsuru Tanaka

6．風力発電事業への環境アセスメントの適用
（3）風力発電事業の主な環境影響：陸上風力の項目の例（1/3）

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html
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（個体）

可能性が高い

死因判明

可能性が高い 

要因判明 

○土地改変（動植物・生態系への影響、水の濁りの影響）

尾根等での風
力発電設備、
建設に伴う道
路付設等によ
り、自然環境へ
の影響や土砂
流出等の懸念

出典：当該風力発電
所に関するＨＰ

○バードストライク：ブレード、タワーへの接近・接触

出典（左右資料）：環境省、2015年「風力発電における環境アセスメントの見直しについて」

判明している限り、オジロワシ（※）の傷病原因の第２位が「風車衝突」（北海道内）

（参考）
土地改変面積の
スケール感

・風力発電１万kW
当たり５ha前後

・火力発電15万kW
当たり3.3ha程度

※オジロワシは絶滅危惧ⅠB類（環境省レッドリスト）、国内希少野
生動植物種（種の保存法）、天然記念物（文化財保護法）に該当

39ⒸMitsuru Tanaka

（２）風力発電事業の主な環境影響：陸上風力の項目の例（2/3）

6．風力発電事業への環境アセスメントの適用

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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• 地域特性等に応じて評価項目を
絞り込み、効果的・効率的な環境
アセスを行う。

【評価項目の具体例】

• 供用時の影響に限定せず、工事に伴う
環境影響も対象とする。

• 環境影響を受けるおそれのある周辺地
域を広く設定して、意見聴取を行う。

【環境アセスの対象範囲】

＜風力発電所における従来の事業実施区域＞

騒音・低周波音 景観 シャドーフリッカー

植物、生態系

40

これに加え、他の発電事業と同様に
取付道路や土捨て場を含める

動物・鳥類

ⒸMitsuru Tanaka

6．風力発電事業への環境アセスメントの適用
（3）風力発電事業の主な環境影響：陸上風力の項目の例（3/3）

出典：NEDO新エネルギー・産業技術総合開発機構
「風力発電のための環境影響評価マニュアル」

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html
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１．洋上風力発電の構造：浮体式と着床式

２．洋上風力発電のメリット：陸上風力発電との比較

①風況が良く、風の乱れが小さい
②土地や道路の制約がなく、大型風車の導入が比較的容易
③景観や騒音への影響が小さい

３．洋上風力のコスト増加

・洋上風車の基礎
・洋上風車の建設費及び維持管理費
・洋上変電設備及び海底ケーブルの敷設

ⒸMitsuru Tanaka

沖合洋上風力発電所

洋上風力発電所

風力発電所 沿岸洋上風力発電所

陸上風力発電所
陸域からの一定の距離を目安とし、水
深を補助的な目安として扱う

6．風力発電事業への環境アセスメントの適用
（４）洋上風力発電の建設と利点

洋上風力発電の区分
出典：日本風力発電協会資料

http://www.nedo.go.jp/fuusha/imgs/haikei/prj02_yojyohuryoku_UP.jpg
http://www.nedo.go.jp/fuusha/imgs/haikei/prj02_yojyohuryoku_UP.jpg
https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html
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出典：NEDO編、2014年「再生可能エネルギー技術白書第2版」に加筆

ⒸMitsuru Tanaka

風力発電機

洋上変電所

港湾施設

海底送電線/通信ケーブル

電力系統

陸上変電所/

変圧器
運転監視施設

洋上風力発電の主な設備

着床式発電機

着床式発電 浮体式発電

出典：NEDO編、2019「浮体式洋上風力発電技術ガイドブック」に加筆

6．風力発電事業への環境アセスメントの適用
（５）洋上風力発電の主な構造と施設・設備

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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出典：環境省

ⒸMitsuru Tanaka

反射光

風車の影
洋上風力に伴う環境アセスメントと
して、海洋環境データ（水中生物、
水産資源、海底地盤等）の情報不
足や情報収集・調査の難しさ、予
測や評価手法に関する知見の不
足などが生じている。

出典：環境省資料に加筆

バードストライク

Noie
騒音の
拡散

景観・眺望

潮流変化：海生生物への影響、
海底質の変化、濁り発生 工事・稼働時

水中音・振動漁礁
効果

大型の発電機が一定
海域に数十基林立

（６）洋上風力発電による主な環境影響

6．風力発電事業への環境アセスメントの実施

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


(7)洋上風力
発電における
項目の選定：
着床式発電の例

：発電所アセス省令の参考項目。なお、参考項目となっていないが、検討会の議論を踏まえて評価項目選定に係る考え方の整理の対象項目。
◆：洋上風力発電所の設置等に係る一般的な事業内容と同様の場合、選定しないことが考えられる項目。
★：洋上風力発電所の設置等に係る一般的な事業内容と同様の場合、一定の条件が満たされた場合は選定しないことが考えられる項目
◇：洋上風力発電所の設置等に係る一般的な事業内容と同様の場合、選定することが考えられる項目
－：洋上風力発電所の設置等の事業において、そもそも生じることが想定されない項目
注：経済産業省「発電所に係る環境影響評価の手引き」では、浚渫作業に伴う環境影響は「建設機械の稼働」、掘削作業に伴う水の濁りは「造成等の施工に伴う一時的な影響」とされ
ている。いずれの工種においても、造成等の施工に伴って生じる環境影響と考え、ここでは工事に伴う種々の影響について「造成等の施工による一時的な影響」として整理した。
※：陸域で行われる工事や資材等の搬出入等に伴う環境影響や「廃棄物等」及び「一般環境中の放射性物質」に関しては、陸域の風力発電所や従来の臨海部の事業と同様に取り扱
うことが可能であることから、本表における整理の対象とはしていない。

ⒸMitsuru Tanaka 44

要検討

・項目は「工事の実
施」と「施設の供
用」の2段階に分け
て選定。

・項目の対象は、
大気環境、水環境、
その他地形等、動
物・植物、景観、廃
棄物等の区分。

・洋上風力に係る
主な項目は、水の
濁り、水中音・振動、
水環境、動物・植
物（魚類、水生生
物）、景観などが
想定。

6．風力発電事業への環境アセスメントの適用

出典：経済産業省「発電所アセス省令」等に加筆

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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事業者による洋上風力に係る環境アセスの実施

45
出典：資源エネルギー庁「洋上風力発電関連制度」に加筆

（８）再エネ海域利用法の区域指定
と環境アセスの実施（1/2)

ⒸMitsuru Tanaka

本来はこの時期実態はこの時期から実施 かつ
複数の事業者Gが同一海域で実施

6．風力発電事業への環境アセスメントの適用
促進区域の要件（再エネ海域利用法）
（1）自然的条件が適当で発電設備出力が相当程度見込まれること
（2）航路等へ支障を及ぼさないこと
（3）港湾との一体的な利用が可能であること
（4）系統の確保が適切にみこまれること
（5）漁業への支障を及ぼさないことが見込まれること
（6）他法令で指定された海域、水域（漁港区域や港湾区域、海岸保
全区域等）と重複しないこと

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


（9）「促進区域」等の指定状況

46

有望な区域の要件（促進区域指定ガイドライン）
・促進区域の候補地があること
・利害関係者を特定し，協議会を開始することについて
同意を得ていること（協議会設置が可能）
・区域指定の基準（系統確保，風況等の自然条件，航
路・港湾との調整等）に基づき，促進区域に適している
こと

協議会の設置（再エネ利用法第9条＋ガイドライン）
・有望な区域では，促進区域の指定に向けた協議を行う
ための協議会を設置
・国、都道府県、市町村、漁業団体等の利害関係者、学
識経験者等で構成
・協議会は可能な限り公開で議論

出典：資源エネルギー庁、2022年9月「再エネ海域利用法の案件形成状況」に加筆

ⒸMitsuru Tanaka

(仮)ごとう市沖洋上風力
発電合同会社

6．風力発電事業への環境アセスメントの適用

出典：資源エネルギー庁、2022年9月「再エネ海域利用法
の案件形成状況」に加筆

23年2月
事業者
公募中

https://www.hosei.ac.jp/index.html
https://www.hosei.ac.jp/index.html


第１章 総論
１．本ガイドラインの背景及び目的
２．本ガイドラインで想定したリプレース
の範囲

３．本ガイドラインの基本的な考え方

第２章 環境影響評価の合理化について
１．本ガイドラインの対象とする環境影響

評価の項目及びモデルケース
２．環境影響評価の項目の選定の考え方
２－１パターンA（地形

改変なし）の場合
２－２パターンB（地形

改変あり）の場合

47

３．調査、予測及び評価の手法の考え方と具体的な
手法の例

３－１パターンA（地形改変なし）の場合
（１）騒音（施設の稼働に伴う影響）
（２）風車の影（施設の稼働に伴う影響）
（３）動物（施設の稼働に伴う影響）
（４）景観（地形改変及び施設の存在に伴う影響）
３－２パターンB（地形改変あり）の場合
（１）騒音（施設の稼働に伴う影響）
（２）地形及び地質（地形改変及び施設の存在に

伴う影響）
（３）風車の影（施設の稼働に伴う影響）
（４）動物（地形改変及び施設の存在に伴う影響）
（５）動物（施設の稼働に伴う影響）
（６）植物（地形改変及び施設の存在に伴う影響）
（７）景観（地形改変及び施設の存在に伴う影響）
（８）人と自然との触れ合いの活動の場（地形改変

及び施設の存在に伴う影響）
参考資料 風力発電所のリプレースにおける特に重要

な自然環境のまとり場の調査方法の例

ガイドライン適用の考え方や項目選定
の考え方等を記載

具体的な調査、予測及び評価の手法
について例示

（10）(陸上)風力発電リプレースの合理化ガイドライン

出典：環境省資料（會田義明、2020、環境アセスメント学会資料）に加筆 ⒸMitsuru Tanaka

6．風力発電事業への環境アセスメントの適用

陸上風力発電所の建て替え（リプレース）に伴う環境アセスの合理化手法の考え方を示す

https://www.hosei.ac.jp/index.html
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58
ⒸMitsuru Tanaka

まとめ：気候変動問題と環境アセスメント
１．気候変動問題の激化と再エネ拡大の重要性
・今後、地球温暖化・気候変動とその影響はいっそう激化する。最近のウクライ
ナ問題をみると、脱炭素社会づくりは困難さを増しており、気候変動は拡大する。

・気候変動の動向を考えると、緩和策・適応策の実施は急務であり、その重要施
策である再エネ事業（特に拡大が必要となる太陽光、風力）は、経済性・事業性
と環境との両立の観点から、地域と共生する事業計画の実施が求められる。

２．再エネ(太陽光、風力)の急激な拡大にともなう地域におけ
る環境・社会面の問題の発生と環境アセスの役割
・大規模な太陽光（メガソーラー）や風力発電の立地拡大にともない、生態系や
生物種（鳥類等）への影響、水資源の悪化、地盤崩壊・土砂災害リスク、自然的
文化的景観の阻害など環境問題の懸念が数多く指摘されている。また、住民説
明や情報提供等の不十分さ、説明の省略など社会面の課題も生じている。

・国際社会の協調の中で脱炭素社会の実現は急がれており、エネルギー自立
の観点からも再エネ拡大への期待は大きい。国は、関連法令の改正・制定など
により再エネ開発の促進を図ろうとしているが、地域には上記の諸問題が生じ
ており、円滑な事業推進には解決すべき課題も多い。

・再エネ立地と地域の環境問題や社会的課題を統合的に解決する施策手法と
して環境アセスメントの適正で効果的な実施が求められる。
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まとめ：気候変動問題と環境アセスメント
３．気候変動問題解決に資する適切な環境アセス手法の実施
・気候変動の解決に資する再エネ開発に向けて、太陽光と風力発電の建設は拡
大しており、アセス制度の対象となって以降、アセス実施件数は急増している。

・発電事業立地・計画段階において、事業特性と立地特性を考慮しつつ環境対
策や保全措置の内容を検討し調整していく環境アセスの仕組みは、効果的な対
策手法であり、地域とのコミュニケーション・情報交流を適切に行いながら、その
効果的な実施が求められる。

・地域との紛争事例、問題事例をみると、事業者側の環境アセス制度への理解の
希薄さ、地域コミュニケーションの重要性等の認識不足などが目につく。（遠回り
に見えるようでも）地域ニーズを聴取しながら手続きを丁寧に実施して事業計画
に反映するなど、地域共生型の施設計画を立案することが求められる。

・地域では、法制度の環境アセスが有効に機能しない場合には、条例による立地
規制に乗り出す動きが広がっている。

＜気候変動影響を考慮したアセス手法の整備等＞
・気候変動対策とアセス制度の強化の観点から、今後はＣＣＵＳや海底送電線整
備など対象事業種の拡大、気候変動・気候リスクを考慮した事業計画の立案(立
地域脆弱性の検討等)、地域の自然要素に対する気候変動影響等を踏まえた新
たな予測・評価手法の開発が課題である。また、緩和に資する温室効果ガス排
出削減の評価、地域適応策の強化に資する保全措置の検討なども必要になる。
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まとめ：気候変動問題と環境アセスメント
３．今後急拡大する洋上風力発電アセスに係る技術的課題
＜調査データやｙ測評価等の技術的知見不足への対応＞
・洋上風力に関して広大な海域データの不足が指摘され、知見が乏しい調査方法
や予測評価手法に関する整備も必要である。事業者が洋上風力の立地に伴う
水生生物、海洋資源、海底地盤など海域データ・情報を一律的に収集すること
は課題が多い。国において関連データ等を整備し、予測評価手法に関する知見
を蓄積する必要がある。→セントラル方式（モデル海域で実施中）への期待

・事業者の活用に向けてEADAS等の環境アセスデータベース拡充が重要である

＜再エネ海域利用法手続と環境アセス手続の統合化＞
・再エネ海域利用法の有望区域、促進区域等の指定では、協議会が設置されて
その中で予め情報収集と関係者の意見聴取等は実施済みである。これは重大
な環境影響を回避・低減を意図する配慮書と重複する機能があり、アセス手続
の配慮書は省略できるのではないか。

＜順応的管理の活用＞
・洋上風力建設に伴い予測される水生生物や鳥類への影響（ＢＳ等）のリスクを事
前に予測評価して的確な保全措置を講じることは難しい場合がある。発電施設
の工事中や運用開始後に、生じる影響の程度に応じて対策や施設管理を調整
する「順応型管理」の手法が有効である。
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ご清聴、ありがとうござい
ました
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